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決算取締役会開催日 平成１７年５月１２日 
米国会計基準採用の有無    無 
 
１． １７年３月期の連結業績（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日） 
 
(1)連結経営成績                               （百万円未満切捨て） 
 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 
17 年 3 月期 
16 年 3 月期 

１００，８３７     9.6 
９２，００５    11.1 

５，０２３     105.8 
２，４４１    △25.1 

３ 

３，９９１    321.9 
９４６   △47.6 

 

 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益        

株主資本当 
期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 百万円   ％ 円 銭  円 銭 ％ ％ ％ 
17 年 3 月期 
16 年 3 月期 

２，２０９  237.7 
６５４   15.9 

１５．３５
４．５４ 

― 
― 

１０．７ 
３．５ 

 ３．５ 
 ０．８ 

４．０ 
１．０ 

 
(注)  ①持分法投資損益        １７年３月期 △106 百万円 １６年３月期 △218 百万円 
      ②期中平均株式数(連結)  １７年３月期 143,968,670 株 １６年３月期 143,979,764 株 
      ③会計処理の方法の変更    無 
      ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2)連結財政状態 
 総 資 産      株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円  銭 
17 年 3 月期 
16 年 3 月期 

１１１，８０７ 
１１３，３７５ 

 

２１，９３９ 
１９，４８３ 

 

１９．６ 
１７．２ 

 

１５２．４０ 
１３５．３３ 

 
(注) 期末発行済株式数(連結)   １７年３月期 143,959,964 株    １６年３月期 143,975,879 株 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 
17 年 3 月期 
16 年 3 月期 

百万円 
６，７８６ 
５，２９１ 

百万円 
△１，１２９ 
△１，２３６ 

百万円 
△６，０４０ 
△４，７５７ 

百万円 
７，０６７ 
７，４０２ 

 
(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

連結子会社数 １５社   持分法適用非連結子会社数 ０社   持分法適用関連会社数 ３社 
 
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

連結 (新規)  １社  (除外) ０社     持分法 (新規) ０社 (除外) ０社 
 
２．１８年３月期の連結業績予想（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日） 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 
中 間 期 
通    期 

５２，０００ 
１１０，０００      
        

 ２，７００ 
 ６，０００    

   

１，６００ 
３，５００ 

  
(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）  24 円 31 銭 
 

上記の予想は現時点において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要因によっ

て予想数値と異なる場合があります。 

 なお、上記予想に関する事項は、添付資料６ページをご参照下さい。 



   企   業   集   団   の   状   況

MSM  CANADA  INC.    ※１

MSM  US  INC.            ※１

MERITOR SUSPENSION SYSTEMS HOLDINGS UK LIMITED  ※2

プレシジョンスプリング(株）    ※１ 製   品
ば ね 事 業

ヒューマン電機（株）    ※１

MSM CEBU,INC.    ※１

MSM MANILA,INC. ※１

寧波菱鋼精密部件有限公司　※１ 製   品

MSM (THAILAND) CO.,LTD.　 ※１ 製   品

素 形 材 事 業 菱鋼鋳造(株）  ※１ 製   品 ・ 半 製 品

三菱製鋼室蘭特殊鋼(株）    ※１ 製品･原材料

特殊鋼鋼材事業 原
材
料

北海製鉄(株)  ※２  

機 器 装 置 事 業 製   品

三菱長崎機工(株)  ※１ 製   品

菱鋼運輸(株）        ※１ 運送・倉庫保管委託

そ の 他 の 事 業
菱鋼サービス(株）  ※１

菱鋼クレジット(株）  ※１

(注) ※１.  連結子会社
      ※２.  持分法適用会社
　　　　 ３.  平成１７年４月１日をもって、ﾌﾟﾚｼｼﾞｮﾝｽﾌﾟﾘﾝｸﾞ㈱を吸収合併、及び菱鋼鋳造㈱

　　 の営業の全部を譲受した。

当

社

－１－



 

 ―２―

経 営 方 針 
 

 

１．経営の基本方針 

平成 16 年度当企業集団は、変化の激しい経営環境下において、「企業競争力の強化」、「財務

体質の改善」及び「透明性の高い健全な経営」を重要課題とし、収益向上のための構造改革及

び高付加価値製品の開発・育成を図り継続的に成長する企業体質を構築することを経営の基本

方針としました。 

平成 17 年度については上記重要課題を認識しつつ、いかなる環境においても常に黒字を出せ

る「真の黒字体質の構築」を経営の基本方針とします。 

 

２．利益配分に関する基本方針 

利益配当を会社経営の最重要事項の一つと認識し、収益改善及び経営基盤の強化を図り、長

期的に安定した利益還元に努める所存であります。 

 

３．企業集団の対処すべき課題 

  各事業ごとの重点施策は以下のとおりです。 

 

 ［ばね事業］ 

   自動車用ばね及び建設機械用ばねの拡販、板ばねの海外生産の推進、顧客のグローバル化に

対応して海外拠点との連携支援活動を強化します。    

 また、精密部品は海外携帯電話機メーカー向けにヒンジを拡販するとともに、樹脂インサー 

ト成形技術を活かしデジタルカメラ等ユニット品の受注拡大を図ります。 

 

 ［素形材事業］ 

  ターボチャージャー用精密鋳造品のタイでの一貫生産体制をさらに強化し、事業の拡大を図 

ってまいります。また、粉末加工製品やマグネシウム関連製品など、より付加価値の高い新製 

品の開発及び商品化を目指してまいります。 

 

 ［特殊鋼鋼材事業］ 

 さらなるコスト削減と受注内容の改善に努め収益拡大を図ってまいります。 

 

 ［機器装置事業］ 

  特徴ある製品作りに注力し、引き続き採算重視の営業活動による利益率の向上を図るととも  

 に、中国をはじめとする海外市場の開拓等により収益拡大を目指してまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 ―３―

４．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況等 

当社はコーポレート・ガバナンスの充実に向け、「取締役会制度と監査役制度の機能強化」と「経

営会議による業務執行の審議並びに法令遵守・危機管理強化」に重点をおいております。 

取締役会については、意思決定の迅速化に努めるとともに、取締役のうち２名を社外取締役と

して経営監督機能の強化を図っております。当社は取締役会をグループ全体の戦略意思決定の場

と位置づけて、経営の基本方針、法令・定款で定められた事項、その他経営に関する重要事項を

決定するとともに、取締役の業務の執行を監督しております。また、取締役、事業部長、経営支

援部門各部長等を構成メンバーとした経営会議を原則毎週定例的に開催(必要に応じて臨時にも

開催)し、重要な業務の執行、法令遵守、危機管理について審議し、対応しております。なお、重

要案件については顧問弁護士のサポートを受けながら法律面及び企業倫理面のチェックを適宜行

い、法令遵守体制の強化に努めております。 

監査役については、監査役会で決められた監査の方針、業務の分担に基づきそれぞれ法令遵守、

危機管理を含め、グループ全体の監査を行っております。なお、監査役は取締役会、経営会議等

の重要会議へ出席し、必要に応じ意見を述べております。社外監査役は現在２名であります。 

なお、平成17年３月１日付で内部監査機能の強化を目的に社長直轄の「監査室」を設置しまし

た。 

今後とも経営内容の透明性を高めるため一層の情報開示に努めるとともに、ホームページ上で

当社の経営状況を積極的に公開し、株主・投資者に対するＩＲ活動を積極的に進めてまいる所存

であります。 

当社のコーポレート・ガバナンスの体制は次のとおりです。 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

５．親会社等に関する事項 

  当社は親会社等を有しておりません。 

 

     株 主 総 会 

取 締 役 会 

  取締役 12 名 

  うち社外取締役２名 

・経営の意思決定・監督 

監 査 役 会 

  監査役３名 

  うち社外監査役２名 

・業務監査（会計監査を含む）

監督 

  経営会議  

  取締役社長 

取締役 

   

   

 

・重要な業務執行 

  ・法令遵守 

  ・危機管理 

選任・解任 選任・解任 

監査 

選任・解任 

監 査 法 人 

・会 計 監 査 

監査 

監 査 室

事業部長、支社長、 

経営支援部門各部長等 
監査 



 

 ―４―

経営成績及び財政状態 
 

 

１．経営成績 

                             (単位：百万円)      

 売上高 経常利益 当期純利益 
１株当たり 

当期純利益 

平成 17 年３月期  100,837 3,991 2,209  15.35 円 

平成 16 年３月期      92,005 946   654  4.54 円 

増収・増益額 8,832 3,045 1,555  

 

 (1)当期における取り組み 

当年度における当企業集団の経営環境は、主たる需要先の自動車業界では、乗用車の生産は

前年度と比較し若干増加しました。トラックは排ガス規制による買い替え需要が一巡したため

減少しました。また、建設機械業界においては、輸出向けを中心に生産は増加しました。一方、

収益を圧迫する要因として鉄鉱石、石炭等の原材料の高騰もあり、高水準の生産量を確保した

もののさらなるコスト改善が必要な状況となりました。 

このような環境下、受注内容の改善並びに品種の統合等によるコストの削減を進めるととも

に、タイ・中国・フィリピンにある海外子会社の生産能力の増強による競争力の強化を図って

まいりました。また、新規顧客開拓を積極的に行い、新市場への参入を進めてまいりました。 

 

 

(2)業績 

当期の連結売上高は、堅調な需要及び拡販努力により、前期比 9.6％増収の１千８億３千７

百万円となりました。 

損益面におきましては、原材料等の高騰に対して売価改善を進めるとともにコスト削減を実

施したことにより、連結経常利益は前期比 4.2 倍の 39 億９千１百万円となりました。 

  また、投資有価証券売却益７億４千５百万円及び厚生年金基金代行部分返上益 21億７百
万円を特別利益に計上する一方、事業整理損失、関連事業損失、投資有価証券等評価損及

び子会社退職年金制度終了損等を合わせて 22億８千７百万円を特別損失に計上しました。

さらに法人税、住民税及び事業税、法人税等調整額並びに少数株主利益を計上した結果、
連結純利益は前期比3.4 倍の 22億９百万円となりました。 

なお、当社単独の売上高は前期比 11.3%増収の798 億１千３百万円となりました。経常利
益は前期比 66.3％増加の17 億８千万円、当期純利益は前期比58.5％増加の 17億２千５百

万円となりました。 

配当につきましては、前期より１円増配の２円50 銭を予定しております。 
 

 
 

 

 

 

 



 

 ―５―

 

(3)セグメント別状況 

                       (単位：百万円) 

 平成 17 年３月期 平成 16 年３月期 前期比 

 売上高 営業利益 売上高 営業利益 売上高 営業利益 

ばね事業  34,483     857   34,559     888   99.8％   96.5％ 

素形材事業  16,679   1,169   15,043     437  110.9％  267.6％ 

特殊鋼鋼材事業   39,821   2,446   33,083     933   120.4％  262.1％ 

機器装置事業   8,844     412    7,813     203   113.2％  202.8％ 

その他の事業    6,891     132    6,716    △22   102.6％   － 

小計  106,722   5,018   97,217   2,439   109.8％  205.7％ 

消去  △5,884       5  △5,211       1   

合計  100,837   5,023   92,005   2,441   109.6％  205.8％ 

 

［ばね事業］                              

 トラック用板ばねは排ガス規制による買い替え需要が一段落し、若干の減少となりました。一

方、巻ばねは拡販と旺盛な需要に支えられ、乗用車向け、建設機械向けとも大幅増となりました。

精密部品は、ハードディスク用精密プレス品等の新商品は増加しましたが、パソコン筐体の生産

終息により売上げは減少しました。その結果、ばね事業全体としての売上高は、前期比 0.2％の

減収、営業利益は 3.5％の減益となりました。 

 

［素形材事業］                            

精密鋳造品、粉末製品及び精密鍛造品は、拡販努力により売上げは大幅に増加しました。また、

磁気製品は、ＯＡ機器等の需要が引き続き好調で、売上げが増加しました。その結果、素形材事

業全体としての売上高は、前期比10.9％の増収、営業利益は167.6％の増益となりました。 

 

［特殊鋼鋼材事業］                  

  自動車・建設機械の需要が旺盛で、前期に引き続き高水準で推移した結果、特殊鋼鋼材事業の

売上高は、前期比 20.4％の増収、営業利益は 162.1％の増益となりました。 

 

［機器装置事業］ 

鍛造プレス及びリングローリングミル等の鍛圧機械が国内外向けで大きく伸張するとともに、

鉄構品も堅調に推移し、売上高は前期比 13.2％の増収、営業利益は 102.8％の増益となりました。 

 

 [その他の事業] 

 その他の事業は流通及びサービス業等でありますが、売上高は前期比 2.6％の増収、営業利益

は黒字となりました。 

 

 

 

 

 

 



 

 ―６―

 

２．今後の見通し 

今後の見通しといたしましては、景気に緩やかな回復の動きが見られるものの、原材料の高騰

や為替相場の変動に加え、海外の景気動向等不透明な部分もあり、当企業集団を取り巻く経営環

境は厳しい状況が続くものと予想されますが、拡販努力とコスト改善を引き続き行い収益改善に

努めます。 

平成 17 年度の業績につきましては、連結売上高１千１百億円、連結経常利益60 億円、連結当

期純利益 35 億円を計画しております。 

(注)上記の予想は現時点において入手可能な情報に基づき作成したものであり、今後様々な要因によって予想

数値と異なる場合があります。 

 

３．財政状態 

当期の営業活動によるキャッシュ・フローは、売上増に伴い売掛債権が増加したものの、税金

等調整前当期純利益 45 億５千７百万円、減価償却費 42 億７千５百万円等により 67 億８千６百万

円を確保することが出来ました。 

一方、投資活動によるキャッシュ・フローは、設備投資等により 11 億２千９百万円の減少とな

りました。 

また、財務活動によるキャッシュ・フローは、財務体質改善のため引き続き借入金の圧縮に努

めたため 60 億４千万円減少いたしました。なお、当期末の借入金残高は、短期・長期を合計して

548 億２千３百万円となり、前期末比 56 億６千２百万円削減いたしました。この結果、債務償還

年数は 8.1 年と、前期末に比較して 3.3 年短縮・改善されました。 

以上の結果、当期末の現金及び現金同等物残高は 70 億６千７百万円となり前期末と比較して３

億３千５百万円減少いたしました。 

また、総資産につきましては、引き続き圧縮に努め、前期末より 15 億６千８百万円減少し、一

方、株主資本は、利益剰余金 19 億９千４百万円の増加もあり、前期末に比較して 24 億５千６百

万円増加いたしました。その結果、株主資本比率は 19.6％となり前期末と比較して 2.4％改善す

ることができました。 

 

なお、当グループのキャッシュ・フロー指標は下記のとおりであります。 

 平成 15 年３月期 平成 16 年３月期 平成 17 年３月期 

株主資本比率（％） 16.0        17.2        19.6 

債務償還年数（年） 11.8     11.4     8.1 

インタレスト・カバ

レッジ・レシオ（倍） 
    4.1 4.7         6.8 

（注）・株主資本比率：株主資本／総資産 

・債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

・インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

・各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

 



連 　結 　損 　益 　計 　算 　書

（単位：百万円）

（16.4～17.3） （15.4～16.3）

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

法人税、住民税及び事業税

生産拠点の移転集約関連損失

当 期 純 利 益 2,209

法 人 税 等 調 整 額 15
少 数 株 主 利 益 192

投資有価証券等評価損

654 1,555

△

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 4,557

△
2,171

投 資 有 価 証 券 売 却 益 745

特 別 損 失 2,287

経 常 利 益 3,991

特 別 利 益 2,853

営 業 外 収 益

持 分 法 に よる投 資 損 失 106
支 払 利 息

1,525

165

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 12,063
営 業 利 益 5,023

営 業 外 費 用

1,024
△ 51141
△ 1,009

0

712

2,7801,777

2,006 △

20 △ 2,267
固 定 資 産 処 分 損 30 0 △ 30

2,003

833 △ 88
17 △ 17固 定 資 産 処 分 益 0

850

402 159
946 3,045
561雑 損 失

1,1391,016 123
218 112

67
1,919 394

265雑 収 入
受 取 利 息 及 び 配 当 金 160

332

2,582

492
1

425 67
159

5,789
△ 460

2,441
11,603

6,249
8,832

83,750 △売 上 原 価 77,961

科 目

前 期

売 上 高 100,837
営 業 費 用 95,813

対前期増減
期 別 当 期

△
92,005
89,564

厚生年金代行部分返上益 2,107 0 2,107

事 業 整 理 損 失
関 連 事 業 損 失

た な 卸 資 産 評 価 損

234
725

161

△
△

△

退 職 年 金 制 度 終 了 損 424

0
0

0

0
0

20

△

234
725

161

424
712

20

△

－7－



連 　結 　貸　 借 　対　 照 　表

（単位：百万円）

（１７．３．３１） （１６．３．３１）

113,375 △ 1,568資 産 合 計 111,807

貸 倒 引 当 金 △ 56 △ 381 325
そ の 他 5,361 6,198 △ 837
繰 延 税 金 資 産 465 849 △ 384
長 期 貸 付 金 1,038 785 253
投 資 有 価 証 券 12,852 13,304 △ 452

20,756 △ 1,095投 資 そ の 他 の 資 産 19,661

28無 形 固 定 資 産 247 219

そ の 他 588 624 △ 36
建 設 仮 勘 定 715 493 222
土 地 6,591 6,539 52
機械装置及び運搬具 17,505 19,763 △ 2,258
建 物 及 び 構 築 物 14,474 15,148 △ 674

有 形 固 定 資 産 39,875 42,568 △ 2,693
63,543 △ 3,758固 定 資 産 59,785

貸 倒 引 当 金 △ 54 △ 14 △ 40
そ の 他 1,948 2,437 △ 489
繰 延 税 金 資 産 1,075 773 302
た な 卸 資 産 12,938 13,806 △ 868

0
受取手形及び売掛金 28,925 25,053 3,872
有 価 証 券 99

7,764 △ 587

（資 産 の 部 ）

流 動 資 産 52,022
現 金 預 金

2,191
7,177

（ 借 方 ）
期 別 当 期 前 期

対前期増減
科 目

49,831

－8－



連 　結 　貸 　借 　対　 照 　表

（単位：百万円）

（１７．３．３１） （１６．３．３１）

その他有価証券評価差額金

負債、少数株主持分及び資本合計 111,807

△ 4
為 替 換 算 調 整 勘 定 △ 872

資 本 合 計 21,939

0
資 本 剰 余 金 893 893 0

7,200 7,200

1,923 234少 数 株 主 持 分 2,157

そ の 他 1
役 員 退 職 慰 労 金 引 当 金 316

113,375

2,45619,483

△ 1,568

22 △

1,659
1,173 301

163

△自 己 株 式

10,90712,901
1,822

△

利 益 剰 余 金 1,994

（資 本 の 部 ）
資 本 金

（少数株主持分）

△ 4,25787,710 91,967負 債 合 計

9 △
76
8

401,325
△ 1,1564,452

240
退 職 給 付 引 当 金

1,365
3,296

繰 延 税 金 負 債

765
1,81319,480 17,667

23,695
長 期 借 入 金

固 定 負 債 24,460

4,118 494そ の 他 3,624
434151 △未 払 消 費 税 等 283

651,490
短 期 借 入 金

1,555
△

未 払 法 人 税 等
35,343
22,080

△

7,47542,818

5,02368,272
2,17619,904支払手形及び買掛金

63,249流 動 負 債

前 期
対前期増減

（ 貸 方 ）

（負 債 の 部 ）

期 別 当 期

科 目

－9－



（単位：百万円）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（利益剰余金の部）

連  結  剰  余  金  計  算  書

当 期 前 期期 別

科 目 (16.4～17.3) (15.4～16.3)

893

2,209 654

2,209

（資本剰余金の部）

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

資 本 剰 余 金 期 末 残 高

893

893893

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

215215

利 益 剰 余 金 増 加 高

215215

配 当 金

当 期 純 利 益

利 益 剰 余 金 期 末 残 高

利 益 剰 余 金 減 少 高

12,901 10,907

10,907 10,469

654

－10－



（単位：百万円）

営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期純利益
減価償却費
連結調整勘定償却額
貸倒引当金の増減額
受取利息及び受取配当金
支払利息
為替差損益
持分法による投資損失
投資有価証券売却益及び評価損
固定資産処分損益
関連事業損失及び事業整理損失

生産拠点の移転集約関連損失

売上債権の増加額
たな卸資産の減少額
仕入債務の増加額
その他

小　計
利息及び配当金の受取額
利息の支払額
法人税等の支払額

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー
定期預金の純増減額
有価証券及び投資有価証券の取得による支出

有価証券及び投資有価証券の売却（又は償還）による収入

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出

有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出

有形固定資産及び無形固定資産の売却による収入

貸付けによる支出
貸付金の回収による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー
短期借入金の純減少額
長期借入れによる収入
長期借入金の返済による支出
長期未払金の返済による支出
配当金の支払額
少数株主への配当金の支払額
自己株式の取得による支出

財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物に係る換算差額
現金及び現金同等物の減少額
現金及び現金同等物の期首残高
現金及び現金同等物の期末残高

△ 140 14

Ⅵ 7,402
7,402 △ 335Ⅶ 7,067

Ⅲ 

780 446
8,182 △ 780

Ⅴ △ 334 △

△

Ⅳ 48 △ 77 125

6,040 △

60△ 99

4,757 △ 1,283

△ 213
△ 39

△ 213
43
0

0 △ 43
1,262

5,522
△ 4,358 △ 5,620

△ 2,928
△ 6,948 △ 7,230

8,450

107

282

15

△ 1,129 △ 1,236
177 14

△ 493 △ 508
163

△ 112
△ 1,424

29 141
946△

△ 660
△ 344

2,370

△ 1,287 △ 627
1,639 1,983

23

270253 △ 17

1,4955,291

Ⅱ 

6,786
△ 946△ 2,234 △ 1,288

18
125△ 995 △ 1,120

172 154
2,298

302
9,843 7,545

△ 810
2,105 2,534

916 530

1,112

386
△ 429

△ 3,691 △ 3,086

394

△ 2 △ 1 △ 1

△ 605

75△ 2
394 0

△ 53
73

802

△ 41
△ 112

△ 855

△ 34 7
106 218

△ 123
△ 160

1,016 1,139
△ 1

△ 73

60
10

△ 159

4,275 4,348

27 △ 33

2,780

科 目 (16.4 ～ 17.3)
Ⅰ 

4,557 1,777

連結キャッシュ・フロー計算書

当 期 前 期期 別
対 前 期 増 減

(15.4 ～ 16.3)

△ 0 23△

10 0

－11－



【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

連結の範囲
連結子会社 15社、 MSM  CANADA  INC.

MSM  US  INC.
プレシジョンスプリング（株）
MSM  CEBU, INC.
MSM  MANILA, INC.
寧波菱鋼精密部件有限公司
MSM (THAILAND) CO.,LTD.     　　
三菱製鋼室蘭特殊鋼（株）
三菱長崎機工（株）

（新規）ヒューマン電機（株）
ほか５社

持分法の適用
持分法適用会社 ３社、 北海製鉄（株）

MERITOR  SUSPENSION  SYSTEMS
HOLDINGS  UK  LIMITED

CROFT  PROPERTIES  HOLDINGS, INC.

連結子会社の事業年度等

会計処理基準

その他有価証券

重要な引当金の計上基準

なお、当社及び一部の国内連結子会社は、確定給付企業
年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分について、平成

会計基準変更時差異は15年による均等額を費用処理し、未処
理 額 は2,422 百 万 円 である。

過去勤務債務はその発生時の従業員の平均残存勤務期間
以 内 の一 定 の年 数 による定 額法 により費 用処 理している。

数理計算上の差異はその発生時の従業員の平均残存勤務

貸 倒 引 当 金

期間以内の一定の年数による定額法により、それぞれ発生

… 期末債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につ

退 職 給 付 引 当 金 … 従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付

つ い て は 個 別 に 回 収 可 能 性 を検 討 し、回 収 不 能 見 込
額 を計 上 してい る。

(2)
有 形 固 定 資 産

定 額 法

(3)

連結子会社のうち、決算日が連結決算日（3月31日）と異なる会社は次のとおりであり、連結財務諸表を
作成するにあたっては、連結子会社の決算日現在の財務諸表を使用している。なお、連結決算日との間
に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っている。

17年１月１日に厚生労働大臣から過去分返上の認可を受けた。

(1)
た な 卸 資 産 …

していると認められる額を計上している。

有 価 証 券

時価のあるもの

1.

2.

3.

4.

これに伴い、当期において厚生年金代行返上益21億７百万円を
特別利益に計上している。

時価のないもの

…
無 形 固 定 資 産 …

いては貸 倒 実 績 率 により、貸 倒 懸 念 債 権 等 特 定 の債 権 に

債務及び年金資産の見込額に基づき、当期末において発生

主として定額法

…

重要な資産の評価基準及び評価方法

重要な減価償却資産の減価償却の方

寧波菱鋼精密部件有限公司（決算日12月31日）

の翌 期 から費 用 処 理 している。

て移動平均法により算定）

期末日の市場価格等に基づく時価

主として総平均法による原価法

主として移動平均法による原価法

…
（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は主とし

－12－



重要なリース取引の処理方法

その他連結財務諸表作成のための重要な事項
① 消費税等の会計処理方法

連結子会社の資産及び負債の評価

連結調整勘定の償却

利益処分項目等の取扱い

連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

5.

6.

(4)
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

8.
連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能

7.
連結剰余金計算書のうち利益剰余金の部は、連結会社の利益処分（損失処理）について、

当期中に確定した利益処分（損失処理）に基づいて作成している。

な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から
３ケ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっている。

(5)

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

時の損益として処理している。
連結調整勘定の償却については、５年間の均等償却によっている。但し、金額が僅少な場合は、発生

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法によっている。

－13－



（単位：百万円）

（単位：百万円）

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金預金勘定 百万円 百万円

預入期間が３ケ月を超える定期預金

現金及び現金同等物 7,067 7,402

△ 109 △ 362

1.

当期末(17年３月31日） 前期末(16年３月31日）

7,177 7,764

保 証 債 務 等 672 971

【連結キャッシュ・フロー計算書注記】

減 価 償 却 累 計 額 49,449 45,785

受 取 手 形 割 引 高 211 404

摘 要 当期末(17年３月31日） 前期末(16年３月31日）

固 定 資 産 処 分 損

関 連 事 業 損 失

【連結貸借対照表注 記】

事 業 整 理 損 失

（特 別 損 失 の 主 な内 訳 ）

厚生年金代行部分返上益

借地権の売却益 17

30

234

機械装置及び運搬具の
除却損ほか

子会社の事業整理に伴う
損失ほか

2,107

【連結損益計算書注 記】

摘 要 当 期 (16.4 ～ 17.3 ）

厚生年金基金代行部分
の過去分返上認可

前 期 (15.4 ～ 16.3 ）

（特 別 利 益 の 主 な内 訳 ）

固 定 資 産 処 分 益

退 職 年 金 制 度 終 了 損

725

424

関連会社の事業閉鎖に
伴う株式の減損ほか

子会社の適格退職年金
制度の終了損ほか

－14－



1.

（単位：百万円）

Ⅰ

(1)

(2)

計

Ⅱ

（単位：百万円）

Ⅰ

(1)

(2)

計

Ⅱ

減 価 償 却 費

1,82085 346 1,820 0資 本 的 支 出 640 544 203

203

資 産 、減 価 償 却 費 及び

資 本 的 支 出

資 産 38,106 14,973 34,797 12,380

2,4412,439△ 22

又は振替高

89,564

営 業 利 益 888 437 933

セグメント間の内部売上高

消 去 又
連     結

事     業 事     業 事     業 事      業 事      業 は 全 社

0 1,601

前期 （平成１５年４月１日から平成１６年３月３１日まで）

摘　  　　　  　　　要
ば     ね 素 形 材 特殊鋼鋼材 機器装置 その他の

計

資 産 、減 価 償 却 費 及び

103,382

資 本 的 支 出 495 855 177 44 29 1,601

15,936 11,734 3,988

資 本 的 支 出

資 産 36,766 34,955

5,018 5 5,023412 132

(5,890) 95,813

営 業 利 益 857 1,169 2,446

又は振替高 13 132 2,957

セグメント間の内部売上高

事      業 事      業 は 全 社

売 上 高 及 び 営 業 損 益

ば     ね 素 形 材 特殊鋼鋼材

事     業 事     業 事     業

4,348224 83 4,348 01,847 587 1,605

8,448104,9274,669 113,375

営 業 費 用 33,671 14,606 32,150 7,610 6,739 94,777 (5,213)

1

7,813 6,716 92,00597,217 (5,211)34,559 15,043 33,083

6 175 2,241 5,211 (5,211) 01 2,787

92,0057,812 3,928 92,005外部顧客に対する売上高 34,553 14,868 30,842

売 上 高 及 び 営 業 損 益

売 上 高

111,807

減 価 償 却 費 1,797 608 1,592 200 76 4,275 0 4,275

8,425

営 業 費 用 33,625 15,510 37,375 8,432 6,759 101,703

100,8378,844 6,891 106,722 (5,884)34,483 16,679 39,821

2,780 5,884 (5,884) 01

100,8378,843 4,110 100,837外部顧客に対する売上高 34,470 16,547 36,864

連     結

セ   グ   メ   ン   ト   情   報

売 上 高

機器装置 その他の 消 去 又
計

事 業 の種 類 別 セグメント情 報

当期 （平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日まで）

摘　  　　　  　　　要
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(注) 1.

2.

3.

4.

海上運送、貨物 自動 車運 送、倉庫 ほか

鍛圧機械、一般産業機械及びプラント、鉄構品、磁選機、
機 器 装 置 事 業

そ の 他 の 事 業

搬 送 装 置 、計 装 機 器

減 価 償 却 費 及 び 資 本 的 支 出 に は 、長 期 前 払 費 用 と同 費 用 に 係 る償 却 費 が 含 まれ て い る。

全 社 資 産 の 内 訳

当 期 及 び 前 期 に お け る資 産 の うち 、｢ 消 去 又 は 全 社 ｣ の 項 目 に 含 め た 全 社 資 産 の 金 額 は

9,607 百 万 円 及 び 9,665 百 万 円 で あ り、そ の 主 な もの は 長 期 投 資 資 金 （投 資 有 価 証 券 ほ

か ）等 で あ る 。

事 業 区 分 の 方 法

当社は事業部を設け、事業部門ごとに利益管理を行っている。事業区分は、当社の事業部門及び連結子会

前 記 の 事 業 区 分 に 属 す る主 要 な製 品

事 業 区 分 主 要 製 品 名

ば ね 事 業

素 形 材 事 業

社 の事 業 内 容 を基 礎 として決 定 した。

板ばね、巻ばね、ｽﾀﾋﾞﾗｲｻﾞ、ｴｱｰｻｽﾍﾟﾝｼｮﾝｼｽﾃﾑ、ﾄｰｼｮﾝﾊﾞｰ、ｺｲﾙﾄﾞｳｪｰﾌﾞｽﾌﾟﾘﾝｸﾞ、

各種自動車部品・用品、ﾀｲﾔﾌﾟﾛﾃｸﾀｰ、ﾀｲﾔﾁｪｰﾝ、ｼｭｰﾌﾟﾚｰﾄ用ｺﾞﾑﾊﾟｯﾄ

精密プレス品、内臓ｱﾝﾃﾅ・ｺﾈｸﾀｰ等のｲﾝｻｰﾄ成形品、樹脂・金属複合品、

防振装置、精密ばね、携帯電話及びﾋﾞﾃﾞｵﾑｰﾋﾞｰ用等各種ヒンジ、ﾊｰﾄﾞﾃﾞｨｽｸﾄﾞﾗｲﾌﾞ用

特殊鋼鋼材事業

一般鋳造品、精密鋳造品、各種金型及び同素材、精密機械加工品、一般鍛造品、

磁 石 応 用 部 品 、特 殊 合 金 粉 末 、同 微 粉 末

棒鋼（構造用合金鋼・機械構造用炭素鋼・ばね鋼・工具鋼・非調質鋼・快削鋼ほか）、鋼材加工品

精密鍛造品、特殊合金素材及び同加工品、永久磁石（鋳造・圧延）、
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2.

（単位：百万円）

Ⅰ

(1) ―

(2)

計

Ⅱ

（単位：百万円）

Ⅰ

(1) ―

(2)

計

Ⅱ

(注) 1.

2.
(1) 北米 アメリカ、カナダ
(2) アジア フィリピン、タイ、中国

3.

売 上 高 及 び 営 業 損 益

連     結
は 全 社

アジア 計
消 去 又

北米

売 上 高

外部顧客に対する売上高 95,627 100,837

4,286

100,837

セグメント間の内部売上高

172 5,036

4,676 (4,676) 0

105,513 (4,676) 100,8379,323

95,813100,508 (4,695)8,826

5,023496 5,004 1838

111,8076,225 108,735資 産 96,674 5,835 3,071

営 業 利 益 4,469

営 業 費 用 91,547

172

日 本 以 外 の 区 分 に 属 す る国
………

日本 北米

364

営 業 利 益

134

所 在 地 別 セ グ メ ン ト情 報

日本

国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。

又 は 振 替 高 389 0

当 期 （平 成 １６年 ４月 １日 か ら平 成 １７年 ３月 ３１日 まで ）

前 期 （平 成 １５年 ４月 １日 か ら平 成 １６年 ３月 ３１日 まで ）

96,016

アジア 計
消 去 又

連     結
は 全 社

92,005 92,005

売 上 高 及 び 営 業 損 益

売 上 高

外部顧客に対する売上高 86,198

セグメント間の内部売上高

364 5,443

又 は 振 替 高 685 0 2,373

(3,058)

3,058 (3,058) 0

92,005

営 業 費 用 85,059 76 7,471 92,606 (3,042) 89,564

86,883 7,816 95,063

1,823 288 345 2,457 (16) 2,441

110,044 3,330 113,375

収 益 のうち同 社 に属 す る部 分 を売 上 高 として計 上 している。
北 米 にお いては 、連 結 子 会 社 を通 じてば ね 合 弁 事 業 に対 す る投 資 を行 ってお り、合 弁 事 業 の

資 産 97,983 6,122 5,938

………
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3.

（単位：百万円）

(注) 1.

2.
(1) 北米 ……… アメリカ、カナダ
(2) アジア ……… フィリピン、タイ、韓国 ほか
(3) その他 ……… 欧州、オセアニア ほか

3.

リ　 　ー 　　ス　　 取　 　引

Ⅱ 1.5  9.6  0.5  

ＥＤＩＮＥＴに より開 示 を 行 うた め 、記 載 を 省 略 して い る。

海 外 売 上 高

当 期 （平 成 １６年 ４月 １日 か ら平 成 １７年 ３月 ３１日 まで ）

前 期 （平 成 １５年 ４月 １日 か ら平 成 １６年 ３月 ３１日 まで ）

北　　米 アジア

I 海 外 売 上 高 1,395  

海外売上高は、当社及び連 結子 会社 の本 邦以 外の国又 は地 域における売 上高 である。

海 外 売 上 高 が連 結 売 上 高 の10 ％ 未 満 のため、記 載 を省 略 している。

その他 計

8,845  427  10,668  

11.6  
連結売上高 （92,005百万円）
に 占 め る割 合 ( ％ )

各 区 分 に 属 す る主 な 国 又 は 地 域

国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。
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関 連 当 事 者 と の 取 引

該  当  事  項  な  し。

税  　効　  果　  会　  計

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の
主な原因別の内訳 主な原因別の内訳

百万円 百万円

退職給与引当金損金 退職給与引当金損金
算入限度超過額 算入限度超過額

貸倒引当金損金算入 貸倒引当金損金算入
限度超過額 限度超過額

その他有価証券評価差額 その他有価証券評価差額

固定資産圧縮積立金 固定資産圧縮積立金
投資その他の資産（出資金） 投資その他の資産（出資金）

繰 延 税 金 資 産 の純 額 175 繰 延 税 金 資 産 の純 額 297

繰 延 税 金 負 債 合 計 4,466 繰 延 税 金 負 債 合 計 4,610

3,083
389 384

2,821

繰 延 税 金 負 債 繰 延 税 金 負 債
1,254 1,141

繰 延 税 金 資 産 合 計 4,641
評 価 性 引 当 額 △ 164
繰 延 税 金 資 産 小 計 4,806

1,318

役員退職慰労金引当金

235

固 定 資 産 処 分 損 1,542
税 務 上 の 繰 越 欠 損 金

128

税 務 上 の 繰 越 欠 損 金

1,738

387 436

役員退職慰労金引当金

113

固 定 資 産 処 分 損 1,532

未 払 事 業 税

当 期 ( 平成17 年3 月31 日現 在 ) 前 期

未 払 事 業 税114

( 平成16 年3 月31 日現 在 )

130

1. 1.

繰 延 税 金 資 産 繰 延 税 金 資 産

459
440

そ の 他 597
481未 払 費 用

繰 延 税 金 資 産 小 計

97

繰 延 税 金 資 産 合 計 4,907

未 払 費 用
そ の 他

4,949
△ 41評 価 性 引 当 額
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有　　　 価　　　 証　　 　券

Ⅰ. 当　期　

1． その他有価証券で時価のあるもの　(平成17年３月31日現在）

（単位：百万円）

2． 当期中に売却したその他有価証券（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）

（単位：百万円）

3． 時価のない有価証券（平成17年３月31日現在）

（単位：百万円）

その他有価証券

非上場株式（店頭売買株式 を除 く） 1,156

0745

合 計 1,156

連結貸借対照表計上額が

取 得 原 価 を超 えるもの

種 類 連結貸借対照表計上額

582 △599

売 却 額 売 却 益 の 合 計 額 売 却 損 の 合 計 額

592

17

債 券 9 9 0

株 式

株 式 4,023 7,123 3,100

4,023

種 類 取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差 額

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

1,629

609

4,632

小 計

合 計

△

7,715

17

3,082

小 計 3,1007,123
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Ⅱ. 前　期　

1． その他有価証券で時価のあるもの　(平成16年３月31日現在）

（単位：百万円）

2． 当期中に売却したその他有価証券（平成15年４月１日から平成16年３月31日まで）

（単位：百万円）

3． 時価のない有価証券（平成16年３月31日現在）

（単位：百万円）

その他有価証券

デ　リ　バ　テ　ィ　ブ　取　引

ヘ ッジ会 計 を適 用 してい るため 記 載 してお りませ ん 。

1,077

99

売 却 額

0債 券

3,203

取得原価を超えないもの

株 式 4,068

差 額

連結貸借対照表計上額が

取 得 原 価 を超 えるもの

種 類 取 得 原 価

小 計

連結貸借対照表計上額

7,271

連結貸借対照表計上額が

536 △ 397

944

株 式 934

合 計 1,077

1,971 864

種 類 連結貸借対照表計上額

非上場株式（店頭売買株式 を除 く）

546

0

売 却 益 の 合 計 額 売 却 損 の 合 計 額

小 計

合 計

3,203

5,012 7,818 2,805

4,068 7,271

△ 397
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Ⅰ．当　期

1．

2． 退職給付債務
（単位：百万円）

当　　　　　　　　　　　　　　　　期

（注） 1．

2．

3． 退職給付費用
（単位：百万円）

当　　　　　　　　　　　　　　　　期
（平成1６年４月１日から平成1７年３月31日まで）

（注1）

（注） 1．

4． 退職給付債務等の計算の基礎

2.5％
2.5％

いる。）

15年

（9） 退職年金制度の終了等に伴う損失

ことに伴い、適格退職年金制度を終了及び総合設立型厚生年金基金を脱退した。
厚生労働大臣から過去分返上の認可を受けた。また、一部の国内連結子会社は、当社と合併等を行う

（8）

厚生年金基金の代行部分返上に伴う返還相当額（最低責任準備金）を年金資産から控除して記載
している。

（７） 2,352

簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「（1）勤務費用」に計上している。

2,107

669

△

計　（7）＋（8）＋（9）
424

厚生年金基金の代行部分返上に伴う利益
退職給付費用（1）＋（2）＋（3）＋（4）＋（5）＋（６）

（４）

9年～12年（発生時の従業員の平均残存勤務期間

退職給付見込額の期間配分方法 期 間 定 額 基 準
（２） 割 引 率

406会 計 基 準 変 更 時 差 異 の費 用 処 理 額

期 待 運 用 収 益 率
（４） 過 去 勤 務 債 務 の 額 の 処 理 年 数

（1）

の翌期から費用処理している。）
（６） 会計基準変更時差異の処理年数

（５） 数 理 計 算 上 の 差 異 の 処 理 年 数

（６） 未 認 識 過 去 勤 務 債 務

9年～12年（発生時の従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数による定額法により、それぞれ発生

以内の一定の年数による定額法により、費用処理して

（５） 数理計算上の差異の費用処理額 1,010

（３）

退職給付引当金（3）＋（4）＋（5）＋（６） 3,296
△ 956（債 務 の 減 額 ）

（６） 過 去 勤 務 債 務 の 費 用 処 理 額 △ 184

（３） △ 426期 待 運 用 収 益
（２） 822利 息 費 用

（５） 未 認 識 数 理 計 算 上 の 差 異

（1） 勤 務 費 用

一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用している。

724

3,927

（７）

2,422
（３） △ 8,690未 積 立 退 職 給 付 債 務 （1 ）＋ （2 ）
（４） 会 計 基 準 変 更 時 差 異 の 未 処 理 額

△ 12,704退 職 給 付 債 務
（２） 4,013年 金 資 産
（1）

退　　　 職　　　 給　　 　付

採 用 してい る退 職 給 付 制 度

（平 成 1 ７年 ３月 31 日 現 在 ）

当社は、確定給付型の制度として企業年金基金制度及び退職一時金制度を設けている。
国内連結子会社は、確定給付型の制度として主に企業年金基金制度、適格退職年金制度及び退職一時
金制度を設けている。

なお、当社及び一部の国内連結子会社は、厚生年金基金の代行部分について、平成17年1月1日に
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Ⅱ．前　期

1．

2． 退職給付債務
（単位：百万円）

当　　　　　　　　　　　　　　　　期

（注） 1．
2．

3． 退職給付費用
（単位：百万円）

当　　　　　　　　　　　　　　　　期
（平成15年4月１日から平成16年3月31日まで）

（注1）

（注） 1．
2．

4． 退職給付債務等の計算の基礎

2.5％
3.5％

いる。）

15年

以内の一定の年数による定額法により、それぞれ発生
の翌期から費用処理している。）

（６） 会計基準変更時差異の処理年数

以内の一定の年数による定額法により、費用処理して

（５） 数 理 計 算 上 の 差 異 の 処 理 年 数 9年～12年（発生時の従業員の平均残存勤務期間

期 間 定 額 基 準
割 引 率

（３） 期 待 運 用 収 益 率

（７） 2,612退職給付費用（1）＋（2）＋（3）＋（4）＋（5）＋（６）
（６） 過 去 勤 務 債 務 の 費 用 処 理 額 △ 169

4,452

（２）

（４） 過 去 勤 務 債 務 の 額 の 処 理 年 数 9年～12年（発生時の従業員の平均残存勤務期間

（1） 退職給付見込額の期間配分方法

厚生 年金 基金 に対 する従業 員拠 出額 を控 除している。
簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「（1）勤務費用」に計上している。

（７）

（５） 1,292数理計算上の差異の費用処理額
（４） 461会 計 基 準 変 更 時 差 異 の費 用 処 理 額
（３） △ 650期 待 運 用 収 益
（２） 利 息 費 用 964

一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用している。

（1） 勤 務 費 用 714

厚 生 年 金 基 金 の代 行 部 分 を含 めて記 載 している。

（６） △未 認 識 過 去 勤 務 債 務 （債 務 の 減 額 ）
退職給付引当金（3）＋（4）＋（5）＋（６）

2,237
（５） 未 認 識 数 理 計 算 上 の 差 異 11,716
（４） 会 計 基 準 変 更 時 差 異 の 未 処 理 額 5,072
（３） 未 積 立 退 職 給 付 債 務 （1 ）＋ （2 ） △ 19,003

39,497
（２） 年 金 資 産 20,493

（平 成 16 年 ３ 月 31 日 現 在 ）

（1） 退 職 給 付 債 務 △

なお、当社及び一部の国内連結子会社は、厚生年金基金の代行部分について、平成15年11月25日に
厚 生 労 働 大 臣 か ら、将 来 分 支 給 義 務 免 除 の 認 可 を受 けた。

採 用 してい る退 職 給 付 制 度
当社は、確定給付型の制度として厚生年金基金制度及び退職一時金制度を設けている。
国内連結子会社は、確定給付型の制度として主に厚生年金基金制度、適格退職年金制度及び退職一時
金制度を設けている。
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